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株式会社日本創発グループ
証券コード：7814

第４ 期

定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・会社の業務の適正を確保するための体制
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づ
き、当社ウェブサイト（http://www.jcpg.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提
供しております。

表紙
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会社の業務の適正を確保するための体制

⑴　業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その
他当社及びグループ各社の業務の適正を確保するための体制について、以下のとおり、整
備しております。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．取締役会は、法令、定款及び行動規範等の社内規程に従い、取締役の職務執行を監
督する。

ロ．管理本部は、コンプライアンスへの取組みを全社横断的に統括し、コンプライアン
スの徹底を図る。

ハ．内部監査室は、監査を通じて各事業部門の職務の執行が法令、定款及び社内規程に
適合しているか否かを定期的または随時に当社及びグループ各事業部門に対する監査
を実施し、その結果を内部監査室長が必要に応じて取締役会及び監査等委員会に報告
する。

ニ．代表取締役社長が、随時「行動規範」及び「法令遵守」の精神を役職員に伝えるこ
とにより、その精神をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。

ホ．役職員の法令上疑義のある行為等については、外部通報窓口として設置された企業
倫理ヘルプラインにより内部者通報制度を運用する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役は取締役会議事録、稟議書、その他重要な職務執行に係る情報が記載された文
書を、関連資料とともに、適切に管理する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　管理本部は、経営に係るリスク全般を管理する組織として「危機管理規程」、「リス
ク管理規程」等に基づき経営における財務リスク及び業務リスク等の危機管理等を総括
的に管理し、全社的統制リスク管理の状況を検証し、各リスクに対応し、その結果を定
期的に取締役会及び監査等委員会に報告する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．取締役会については、「取締役会規程」に基づきその適切な運営を確保するため、

定例の取締役会を３カ月に１回以上開催し、また、必要に応じて臨時に取締役会を開
催し、重要事項の決定及び取締役の業務執行状況の監督を行うこととする。

ロ．取締役会は、経営計画を策定するとともにその執行を監督する。毎事業年度におい
ては、経営計画との整合性を持たせた各社予算と事業部門別重点施策を策定し、担当
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する取締役はその実現のため、最も効率的な業務執行制度を決定するとともに、その
執行に関し責任を有する。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　代表取締役社長の直轄組織である内部監査室の内部監査により、使用人の職務執行に
つき法令、定款、社内規程等の遵守状況を監査する。
　また、外部通報窓口として設置された企業倫理ヘルプラインによる内部者通報制度に
より、コンプライアンス体制を強化する。

⑥　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　「関係会社管理規程」を制定し、子会社に対し、重要な案件に関する事前協議等、
当社の関与を義務付けるほか、同規程に定める一定の事項について、定期及び随時に
当社に報告させる。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　子会社は、当社の定める「危機管理規程」、「リスク管理規程」等に準拠し、グル
ープ一体となってリスクマネジメントの一元的な運用管理を行う。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　子会社は、「職務権限規程」を制定し、意思決定を効率的に行うほか、グループ共
通の社内イントラネットを活用し、業務の効率化に必要となる情報インフラの整備、
構築を図る。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制
　当社の内部監査室は、子会社の業務状況の内部監査を実施し、「内部監査規程」に
従い随時、代表取締役社長へ報告する。また、当社管理本部は、必要に応じて内部統
制の改善策の指導、実施の支援・助言を対象部署に対して行う。

ホ．その他の業務の適正を確保するための体制
　当社は、子会社の自主性、独立性を尊重しつつ、その事業運営の支援、育成を目的
として、経営全般にわたる管理を実施する。
　当社企業グループは、当社及び子会社の営業、生産、管理等の部門において、横断
的な組織として、情報交換や共有化を図るとともに、重要な問題点についての審議を
通じて業務の適正な運営を実現する。

⑦　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項
イ．監査等委員会の職務を補助するため、役員室を設置し、監査等委員会がその職務を

補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査等委員会と協議し適切なスタッフ
を配置する。
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ロ．監査等委員会の職務を補助する使用人は、監査等委員会の指示に基づき、監査等委
員会の監査に係る権限の行使を補助する。

⑧　取締役（監査等委員である取締役を除く）から監査等委員会補助者の独立性及び指示
の実効性に関する事項
イ．取締役（監査等委員である取締役を除く）から監査等委員補助者の独立性及び指示

の実効性を確保するために、監査等委員補助者の人事異動、人事評価、懲戒に関して
は、監査等委員会の事前の同意を得る。

ロ．監査等委員会の職務を補助する使用人の監査に係る指示の実効性を確保するための
社内規程の整備等を行う。

⑨　取締役（監査等委員である取締役を除く）が監査等委員会に報告をするための体制、
その他の監査等委員会への報告に関する体制
　当社及びその子会社の取締役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社
監査等委員会に報告するための手続を整備し、また、監査等委員会が必要とする情報を
適宜提供する。

⑩　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制
　監査等委員会に報告したことを理由とする不利益処分その他の不当な取扱いを禁止す
るとともに、子会社においてもその徹底を図る。

⑪　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
イ．監査等委員の職務の執行上必要と認められる費用について予算化し、その前払等の

請求があるときは当該請求が適正でない場合を除き、速やかにこれに応じることとす
る。

ロ．緊急または臨時に支出した費用については、事後の償還請求に応じる。

⑫　その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査等委員は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、業務報告とは別に会社運営

に関する意見交換を行う他、意思の疎通を図るものとする。
ロ．監査等委員は、会計監査人及び内部監査室とそれぞれ定期的に意見交換を実施する。
ハ．社外取締役の監査等委員との間で責任限定契約を締結し、果敢な監査が実施できる

環境を確保する。
ニ．監査等委員は、その職務を遂行するために子会社の監査役等との情報連絡を行うな

ど、子会社の監査役等との意思疎通及び情報の交換を図る。
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⑬　財務報告の信頼性を確保するための体制
イ．適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関す
る規程を定めるとともに、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性の向上を図る。
ロ．財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法第２４条の４の４に規定する内部統制報

告書の有効かつ適切な提出のため、代表取締役社長の指示の下、内部統制システムの
構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行う
とともに、金融商品取引法及び他関係法令等との適合性を確保する。

⑭　反社会的勢力排除に関する基本方針
イ．基本的な考え方

　当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、
毅然とした態度で対応し、取引関係その他一切の関係を持たないことを基本方針とす
る。
　また、反社会的勢力に関する情報収集に努め、部署間での連携を密にし、所轄警察
署・弁護士等外部専門機関との連絡体制を築いた上で、反社会的勢力との取引の防止
に努め、関係を遮断していく体制を整備する。

ロ．整備
・反社会的勢力に対する当社の姿勢を「行動規範」に規定し、対応方法等に関しては、

「反社会的勢力対応規程」に規定している。これらは共にイントラネット等により
役職員に対し開示を行い、反社会的勢力排除に関する基本方針の徹底を図る。

・所轄警察署及び株主名簿管理人等から関連情報を収集し、不測の事態に備え、最新
の動向を把握するよう努める。

・反社会的勢力に対する対応は管理本部を窓口とし、当社が入手した情報を一元的に
統括・管理し、各部署での対応に関する指導・支援を行うとともに、経営に関わる
重要な問題として認識した場合には、迅速に経営陣に報告する体制を保持する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　内部統制システム全般に関する事項

　当社の管理本部を主管部署としてグループ全社の内部統制システムの構築・維持・向
上を図るとともに、必要に応じて各事業部門にて、規則・ガイドライン・マニュアル等
を策定し、グループ共通の社内イントラネットへの掲示ならびに運用を行っております。
　運用状況については、内部監査室が中心に、整備された社内規程等の評価及びグルー
プ全社・全事業部門における実施状況等の評価を行い、当社の代表取締役社長へ報告し
ております。また必要ある場合は取締役会及び監査等委員会に報告することとしており
ます。なお、社内規程及び実施状況等の評価にあたり、監査等委員、会計監査人と連携
し、評価の質的向上及び効率化を図っております。
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　また発見された改善または強化すべき事項については、内部監査室から改善依頼を発
し、後日改善状況の評価を行い、適正化を図っております。

②　コンプライアンスに関する事項
　当社企業グループの「行動規範」を定め、グループ全社員に「行動規範」等を記載し
たコンプライアンスカードを配布し、周知させております。また、コンプライアンスカ
ードには、企業倫理ヘルプライン等の外部通報窓口も記載しており、「企業倫理ヘルプ
ライン規程」に基づき、逸脱した行為等を発見した場合の連絡先としております。

③　リスク管理に関する事項
　グループ全体のリスクに関しては「リスク管理規程」「危機管理規程」に沿って見直
し、また、運用しております。
　情報セキュリティに関しては、情報の取扱いについての規程を整備し、運用及び実施
状況の確認を行っております。
　またグループ各社・各事業部門において安全衛生委員会活動による職場環境の改善、
労災等の防止を行っております。

④　監査等委員に関する事項
　当社の監査等委員は当社及びグループ各社の取締役会、その他重要会議に出席して職
務執行の状況等について報告をうけるとともに、取締役、会計監査人、内部監査室との
情報の共有、及び代表取締役社長との定期的なヒアリングを実施しております。

⑤　反社会的勢力排除に向けた体制に関する事項
　「反社会的勢力対応規程」を定めて、グループ共通の社内イントラネットに掲示の上、
周知徹底を行っております。
　当社企業グループは、反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応し、いかなる名目
の利益供与も行わず、反社会的勢力との関わりを一切持たないこととしております。

　関係取引先との取引開始時には、反社会的勢力の排除条項を規定した基本契約書を取
り交わし、反社会的勢力の排除に備えております。また、所轄警察、弁護士、その他外
部機関との連絡体制を定めて情報収集を行っております。
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連結株主資本等変動計算書
（ 自　2018年 1 月 1 日 ）至　2018年12月31日

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 400 4,899 7,073 △40 12,333
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △308 △308
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △959 △959

自 己 株 式 の 取 得 △1,258 △1,258
自 己 株 式 の 処 分 26 18 45
連結子会社株式の取得による
持 分 の 増 減 △4 △4
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) －

連結会計年度中の変動額合計 － 26 △1,272 △1,239 △2,485
当 期 末 残 高 400 4,926 5,800 △1,279 9,847

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持
分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 268 △2 47 314 27 12,674
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △308
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △959

自 己 株 式 の 取 得 △1,258
自 己 株 式 の 処 分 45
連結子会社株式の取得による
持 分 の 増 減 △4
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △201 △1 △48 △251 1,035 784

連結会計年度中の変動額合計 △201 △1 △48 △251 1,035 △1,701
当 期 末 残 高 67 △3 △0 62 1,063 10,973

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況
・　連結子会社の数　　　26社
・　会社の名称

東京リスマチック株式会社 ダンサイエンス株式会社
日経印刷株式会社 株式会社プレシーズ
株式会社美松堂 サンエーカガク印刷株式会社
田中産業株式会社※ プリンティングイン株式会社
株式会社ＭＧＳ※ 成旺印刷株式会社
宏和樹脂工業株式会社 株式会社大熊整美堂
株式会社エム・ピー・ビー 株式会社サカモト
株式会社キャドセンター 株式会社コローレ
クラウドゲート株式会社 株式会社エヌビー社
株式会社エグゼクション 株式会社あミューズ
株式会社ソニックジャム 株式会社メディコス・エンタテインメント
株式会社ポパル 明和物産株式会社
株式会社アスティ 日経土地株式会社

※　2018年６月26日付で田中産業株式会社の第三者割当増資引受により、同社及び同社の子会社株
式会社ＭＧＳが連結子会社となりました。
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②非連結子会社の状況
・　非連結子会社の名称

株式会社FIVESTARinteractive 株式会社Ｐｌａｙｃｅ
株式会社キョーコロ キッズプランニング株式会社
株式会社ハルプロモーション 株式会社ジー・ワン
株式会社マーケティングディレクションズ 株式会社ビアンコ
カタオカプラセス株式会社※１ 株式会社ポパルプロダクツ
株式会社マイクログローブ 株式会社ハローワールド

※１　2018年４月18日付の株式取得により子会社となりました。
※２　2018年８月１日を効力発生日として、クラウドゲート株式会社を存続会社とする吸収合併に

よりクラウドゲームス株式会社及び株式会社Ｃｒｅａｐｌｅは消滅しております。
※３　2018年９月１日を効力発生日として、宏和樹脂工業株式会社を存続会社とする吸収合併によ

り株式会社コーワクリエイティブは消滅しております。
※４　2018年12月26日付の株式譲渡により、索嘉信息技術（上海）有限公司は子会社ではなくなり

ました。

・　連結範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため
除外しております。
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⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の非連結子会社数　　12社

・会社の名称
株式会社FIVESTARinteractive 株式会社Ｐｌａｙｃｅ
株式会社キョーコロ キッズプランニング株式会社
株式会社ハルプロモーション 株式会社ジー・ワン
株式会社マーケティングディレクションズ 株式会社ビアンコ
カタオカプラセス株式会社※１ 株式会社ポパルプロダクツ
株式会社マイクログローブ 株式会社ハローワールド

※１　当連結会計年度において、新たに持分法適用の非連結子会社となりました。
※２　2018年８月１日を効力発生日として、クラウドゲート株式会社を存続会社とする吸収合併に

よりクラウドゲームス株式会社及び株式会社Ｃｒｅａｐｌｅは消滅したため、持分法適用の範囲
から除外しております。

②　持分法適用の関連会社数　　　　４社
・会社の名称

株式会社イメージ・マジック ＮＲＩフィナンシャル・グラフィックス株式会社
株式会社アルファーコード 株式会社サイバーネット

※　田中産業株式会社及び株式会社ＭＧＳは、2018年６月26日付で田中産業株式会社の第三者割当
増資引受により、連結子会社となったため、持分法適用の範囲から除外となりました。

③　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
・会社の名称

（関連会社）
株式会社ランスロットグラフィックデザイン 株式会社ＳＯ－ＫＥＮ
株式会社Ｆｉｖｅ　ｆｏｒ

※１　2018年９月１日を効力発生日として、宏和樹脂工業株式会社を存続会社とする吸収合併によ
り株式会社コーワクリエイティブは消滅いたしました。

※２　2018年12月26日付の株式譲渡により、索嘉信息技術（上海）有限公司は子会社ではなくなり
ました。

④　持分法を適用していない理由
　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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⑤　持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項
　株式会社イメージ・マジックの決算日は４月末日であり、連結会計年度の末日と異なるため、2018
年10月末日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
　株式会社アルファーコードの決算日は３月末日であり、連結会計年度の末日と異なるため、2018年
12月末日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
　株式会社サイバーネットの決算日は１月末日でありますが、2018年10月末日にて仮決算を行った計
算書類を使用しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・　時価のあるもの

　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理、売却
原価は移動平均法により算定）

・　時価のないもの
　移動平均法による原価法
　なお、匿名組合出資金については、その損益のうち、当社に帰属する持分相当額を営業外損益
に計上するとともに、「投資有価証券」を加減する方法

ロ．たな卸資産
・　商品・製品・原材料・仕掛品

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　ただし一部の連結子会社においては個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）及び移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）を採用しております。

・　貯蔵品
　最終仕入原価による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 10年～50年
機械装置  2 年～12年

　また、取得金額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法によっ
ております。
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ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・　市場販売目的のソフトウェアは、見込販売可能期間（３年）に基づく定額法を採用しております。
・　自社利用のソフトウェアは、利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産
・　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③　重要な引当金の計上基準

　　貸倒引当金
・　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
④　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算にあたり、一部の連結子会社では原則法を適用し、ま
た、一部の連結子会社では簡便法を適用しております。
・　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

・　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、その発生時の翌連結会計年度に一括費用処理しております。また、過去勤
務費用は発生年度に一括費用処理しております。

・　小規模企業等における簡便法の採用
　簡便法を適用する連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法によっております。

ロ．重要な収益及び費用の計上基準
・　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　一部の連結子会社においては、当連結会計年度までに着手した受注製作のソフトウェア開発契約
について、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工
事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については工事完成基準（検
収基準）を適用しております。

ハ．のれんの償却方法及び償却期間
　のれん償却については、発生の都度、子会社の実態に基づいて償却期間を見積り、１年～15年の年
数で均等償却しております。

ニ．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、
当連結会計年度の費用として処理しております。
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２．追加情報
①　従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

　当社は、グループの従業員に対して中長期的な企業価値向上のインセンティブを付与すると同時に、
福利厚生の増進策として、持株会の拡充を通じて従業員の株式取得及び保有を促進することにより従業
員の財産形成を支援することを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下「本
プラン」といいます。）を導入、2012年１月30日付でE-Ship信託契約を締結し継続してまいりました
が、2018年４月10日にて、信託期間満了となり終了いたしました。
イ．取引の概要

　本プランは、当社が信託銀行に従業員持株会専用信託（以下「従持信託」といいます。）を設定
し、従持信託は信託期間内で当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を一括取得し、その
後は、従持信託から当社持株会に当社株式の売却を継続的に行ってまいりました。
　当社株式の取得及び処分については、当社が従持信託の債務を保証しているため、経済的実態を
重視し、当社と従持信託は一体であるとする会計処理をしております。
　従いまして、従持信託が所有する当社株式や従持信託の資産及び負債並びに費用及び収益につい
ては、連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結包括利益計算書に含めて計上しております。

ロ．信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理
　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告
第30号　平成27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

ハ．信託が保有する自社の株式に関する事項
　本プランは、2018年４月10日にて、信託期間満了となり終了し、当連結会計年度末において従
持信託が保有する当社株式はなくなりました。
　また、従持信託が保有する当社株式の当連結会計年度における期中平均株式数は22千株であり、
１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

②　退職給付制度の廃止
　当連結会計年度において、当社及び一部の連結子会社において、退職金制度を廃止いたしました。こ
れに伴い特別損失に退職給付制度終了損233百万円の計上を行っております。

３．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

　　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外収益」の「投資事業組合運用益」及び
「匿名組合投資利益」は、金額の重要性が低下したため、当連結会計年度においては「営業外収益」
の「その他」に含めております。
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４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 27,581百万円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
⑵　担保に供している資産

建物及び構築物 4,538百万円
土地 10,410百万円

計 14,949百万円
　上記資産のうち、2,843百万円は、極度額2,000百万円の抵当権を設定しております。当連結会計年
度末現在該当する債務は、１年内返済予定の長期借入金400百万円、長期借入金3,100百万円でありま
す。
　上記資産のうち、12,105百万円は、極度額12,220百万円の根抵当権を設定しております。当連結会
計年度末現在該当する債務は、１年内返済予定の長期借入金1,316百万円、長期借入金4,400百万円及
び短期借入金14,000百万円であります。

⑶　休止固定資産
建物及び構築物 4百万円
機械装置及び運搬具 0百万円
土地 62百万円

計 66百万円
⑷　連結会計年度末日満期手形の処理方法

　当連結会計年度末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理をしております。
　当連結会計年度末日は、銀行休業日のため、受取手形中に連結会計年度末日満期のものが、135百万
円含まれております。また電子記録債権中に連結会計年度末日満期のものが、14百万円含まれておりま
す。

⑸　手形譲渡契約に基づく債権流動化を行っております。
受取手形譲渡残高 213百万円

⑹　手形割引高及び裏書譲渡高
受取手形割引残高 6百万円
受取手形裏書譲渡残高 6百万円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

発 行 済 株 式
普 通 株 式 13,817,934株 － － 13,817,934株

合 計 13,817,934株 － － 13,817,934株

自 己 株 式
普 通 株 式 100,772株 1,255,064株 46,700株 1,309,136株

合 計 100,772株 1,255,064株 46,700株 1,309,136株

（注）１．普通株式の自己株式の増加は、会社法第165条第2項の規定による定款の定めに基づく自己株式の
取得1,255,000株及び単元未満株式の買取請求64株であります。

２．普通株式の自己株式の減少は、従業員持株会専用信託による自己株式の処分46,700株であります。
３．普通株式の自己株式の株式数は、従業員持株会専用信託が保有する当社株式（当連結会計年度期首

100,700株　当連結会計年度末－株）を含めております。
⑵　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

2018年 2 月14日
取締役会 (注) 普通株式 82 利益剰余金 6.00 2017年

12月31日
2018年

 3 月30日

2018年 5 月11日
取締役会 (注) 普通株式 75 利益剰余金 6.00 2018年

 3 月31日
2018年

 5 月28日

2018年 8 月13日
取締役会 普通株式 75 利益剰余金 6.00 2018年

 6 月30日
2018年

 9 月26日

2018年11月 9 日
取締役会 普通株式 75 利益剰余金 6.00 2018年

 9 月30日
2018年

11月27日

（注）配当金の総額には、従業員持株会専用信託に対する配当金を含めておりません。これは、従業員持株会
専用信託が保有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。なお、従業員持株会信託
は、2018年４月10日にて信託期間満了となり終了いたしました。
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

2019年 2 月13日
取締役会 普通株式 75 資本剰余金 6.00 2018年

12月31日
2019年

 3 月29日

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社企業グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、資金調達について
は銀行借入による方針であります。
　また、当社企業グループでは、全体の資金効率を高めるためにＣＭＳ(キャッシュ・マネジメント・シ
ステム)を導入し、必要資金については当社が銀行等金融機関から調達し、各社ごとの余剰資金と合わせ
てグループ全体で運用しております。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権、短期貸付金は、顧客の信用リスクにさらされて
おります。当該リスクに関しては、与信及び債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
　投資有価証券に係る市場リスクは、有価証券管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが末日締の35日後の支払期日であります。また、運転資金と
して短期借入金を利用しております。
　長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。返済日は最長で決算日から８年後であります。
　法人税、住民税（都道府県民税及び市町村民税をいう。）及び事業税の未払額である未払法人税等は、
その全てが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。
　当社企業グループではＣＭＳを導入しており、グループ全体で資金運用を行っております。資金調達
に係る流動性リスクについては、当社が各社からの報告に基づいて、適時に資金繰計画を作成・更新す
ることにより管理しております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2018年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。詳細につきま
しては、「（注）２．」をご参照ください。

連結貸借対照表
計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

①現金及び預金 5,558 5,558 －
②受取手形（電子記録債権を含

む。）及び売掛金 11,770

貸倒引当金(※) △69
11,700 11,700 －

③短期貸付金 246 －
貸倒引当金(※) △100

146 146 －
④投資有価証券 955 955 －
　資産計 18,360 18,360 －
①買掛金 3,259 3,259 －
②短期借入金 18,050 18,050 －
③未払法人税等 501 501 －
④長期借入金（１年内返済予定

を含む。） 9,217 9,217 △0

　負債計 31,029 31,028 △0
　(※)それぞれの債権に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　 産
①　現金及び預金、②　受取手形（電子記録債権を含む。）及び売掛金、③　短期貸付金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

④　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から
提示された価格によっております。
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負 　債
①　買掛金、②　短期借入金、③　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

④　長期借入金（１年内返済予定を含む。）
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する
方法によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 76
投資事業有限責任組合及びそれに類する組合
への出資金 288

関係会社株式 1,741
　非上場株式、関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから、「④投資有価証券」には含めておりません。
　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資金については、組合財産が非上場株式など時価を
把握することが極めて困難と認められるもので構成されていることから、「④投資有価証券」には含
めておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記
(1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の不動産（土地・建物等）
を有しております。
(2）賃貸等不動産の時価に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価

3,660 2,223
(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

価書に基づく金額であります。ただし、取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に
市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額
や指標を用いて調整した金額によっております。その他の物件については、路線価等の指標に
基づいて自社で算定した金額であります。
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８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 792円23銭

⑵　１株当たり当期純損失 △75円38銭
（注）従業員持株会専用信託が保有する当社株式を、「１株当たり当期利益金額」の算定上、期中平均株

式数の計算において控除する自己株式に含めております（当連結会計年度22千株）。

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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10．企業結合等に関する注記
（取得による企業結合）
　　取得による田中産業株式会社の完全子会社化

　当社は、2018年６月26日開催の取締役会において、持分法適用関連会社でありました田中産業株式
会社（以下、「田中産業」といいます。）の実施する第三者割当増資の全てを引き受けることを決議し、
同日付で田中産業の株式を取得し、田中産業及び同社子会社の株式会社ＭＧＳ（以下、「ＭＧＳ」とい
います。）を連結子会社といたしました。

⑴　企業結合の概要
①　被取得企業の名称及び事業内容
（田中産業）

被取得企業の名称：田中産業株式会社
事業内容　　　　：各種印刷及び付随する紙器加工他

・印刷用フィルムシートの製造
・大型印刷（ビルボード・駅貼りポスター・宣伝用バナー 等）
・厚紙印刷（パッケージ・トレーディングカード、POP 等）
・特殊紙印刷（フィルム印刷・レンチキュラー印刷・メタル紙印刷 等）
・金属印刷（ブリキ材等金属素材）
・シルクスクリーン印刷（点字・盛り上げ・表面加飾・スクラッチカード・絵

本 等）
・加工（クリアファイル・クリアパッケージ等の抜き貼り、断裁、表面加工 

等）
（ＭＧＳ）

被取得企業の名称：株式会社ＭＧＳ
事業内容　　　　：金属容器、プラスチック容器、紙・プラスチック容器の企画・製造・販売

②　企業結合を行った主な理由
　田中産業は、国内最大のＢ倍超(菊４倍)サイズ大判オフセット印刷、大型タペストリーや懸垂幕・
垂れ幕・等身大ポスターなどの製造、３Ⅾレンチキュラーレンズやメタル紙への特殊印刷、クリア
ファイルやパッケージ製作、ブリキ材等金属素材への金属印刷を主なサービスとして提供しており
ます。また、田中産業の子会社であるＭＧＳは、オリジナル缶（菓子容器・ペンケース・トランク
ケース、ディスクケースなど）の企画・製造を行っており、主要テーマパークや有力菓子メーカー
などから品質要求度が高く、特色のあるオリジナルデザイン缶の受注製造を主に行っております。
　一方、当社企業グループは、クリエイティブサービスを事業とし、お客様が創造性（クリエイテ
ィブ）を表現するために必要である多様なソリューションを提供するため、「クリエイティブをサ
ポートする企業集団」として、幅広いビジネスを積極的に展開、推進しており、汎用的な一般情報
用紙への印刷にとどまらずに、特殊素材・立体物への印刷に加え、多岐にわたる「カタチあるモノ」、
例えばノベルティ・フィギュア・３Ⅾプリンター造形など、またデジタルコンテンツなどのソリュ
ーションの提供を行っております。
　当社と田中産業とは2016年11月１日付で包括的業務提携契約を締結いたしました。その後、３
社が保有する製造設備や、製造管理技術、印刷技術などの経営資源の融合発展を進め、製造効率の
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向上、品質の向上、ワンストップサービスの拡充など、お客様のご要望への対応力を向上させるこ
とで、田中産業、ＭＧＳ及び当社企業グループの企業価値の一層の向上を実現させることを目的と
して、2017年10月５日付にて当社が田中産業の株式の一部を取得、またＭＧＳの第三者割当増資
を当社が引受、両社を持分法適用関連会社といたしました。
　今回、田中産業の第三者割当増資を引受け、田中産業及びＭＧＳを連結子会社とすることで、当
該目的の達成を加速させ、さらなるグループシナジー創出を目指すことといたしました。

③　企業結合日
　2018年６月26日　（現金を対価とする株式取得日）
　2018年６月30日　（みなし取得日）

④　企業結合の法的形式
　現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称
　田中産業株式会社　株式会社ＭＧＳ

⑥　取得した議決権比率
（田中産業）

取得直前に所有していた議決権比率 29.11％
企業結合日に取得した議決権比率 26.90％
取得後の議決権比率 56.01％

（ＭＧＳ）
取得直前に所有していた議決権比率 43.52％ （内間接所有23.20％）
企業結合日に取得した議決権比率 21.43％ （内間接所有21.43％）
取得後の議決権比率 64.95％ （内間接所有44.63％）

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社が田中産業の議決権の56.01％を取得したものであり、当社を取得企業としております。

⑵　当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
　2018年６月30日をみなし取得日としているため、2018年７月１日から2018年12月31日までの
業績が連結計算書類に含まれております。なお、田中産業及びＭＧＳは持分法適用関連会社であった
ため、2018年１月１日から2018年６月30日までの業績は、持分法による投資利益として計上して
おります。

⑶　被取得企業の取得原価及びその内訳
取得の対価 現金による株式取得の対価 959百万円
取得原価 959百万円

⑷　被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
（田中産業）段階取得に係る差損　　 145百万円
（ＭＧＳ）　段階取得に係る差損　　　24百万円
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⑸　発生したのれん及び負ののれん発生益の金額及び発生原因
（田中産業）

①　負ののれん発生益の金額
　271百万円

②　発生原因
　企業結合時の時価純資産が取得価額を上回ったためであります。

（ＭＧＳ）
①　発生したのれんの金額

　0百万円
②　発生原因

　今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。
③　償却方法及び償却期間

　のれんの金額に重要性が乏しいため、当連結会計年度内に一括で費用処理

⑹　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債
（田中産業） （ＭＧＳ）

流動資産 2,425百万円 流動資産 1,085百万円
固定資産 4,327百万円 固定資産 562百万円
資産合計 6,752百万円 資産合計 1,648百万円

流動負債 3,215百万円 流動負債 808百万円
固定負債 1,340百万円 固定負債 490百万円
負債合計 4,555百万円 負債合計 1,299百万円
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株主資本等変動計算書

（ 自　2018年 1 月 1 日 ）至　2018年12月31日
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資 本 剰 余 金 合 計
当 期 首 残 高 400 21 8,989 9,011
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 損 失
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 26 26
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 26 26
当 期 末 残 高 400 21 9,016 9,037

（単位：百万円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 56 1,156 1,212
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 21 △330 △308
当 期 純 損 失 △776 △776
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 21 △1,106 △1,084
当 期 末 残 高 78 49 127
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（単位：百万円）
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △40 10,583 63 63 10,647
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △308 △308
当 期 純 損 失 △776 △776
自 己 株 式 の 取 得 △1,258 △1,258 △1,258
自 己 株 式 の 処 分 18 45 45
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) △100 △100 △100

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △1,239 △2,297 △100 △100 △2,398
当 期 末 残 高 △1,279 8,285 △36 △36 8,249

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　関係会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

イ　時価のあるもの
　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理、売却原価
は移動平均法により算定）

ロ　時価のないもの
　移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに属する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により
有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な直近
の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産

　定率法を採用しております。
　ただし、建物は定額法
　なお、耐用年数は以下のとおりです。

建物
工具器具備品

10年～36年
３年～15年

②　無形固定資産
自社利用のソフトウェアは、利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　のれんの償却方法及び償却期間

　のれん償却については、発生の都度、子会社の実態に基づいて償却期間を見積り、２年で均等償却
しております。

②　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
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⑸　追加情報
①　従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

　当社は、グループの従業員に対して中長期的な企業価値向上のインセンティブを付与すると同時に、
福利厚生の増進策として、持株会の拡充を通じて従業員の株式取得及び保有を促進することにより従業
員の財産形成を支援することを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下「本
プラン」といいます。）を導入、2012年１月30日付でE-Ship信託契約を締結し継続してまいりました
が、2018年４月10日にて、信託期間満了となり終了いたしました。
イ　取引の概要

　本プランは、当社が信託銀行に従業員持株会専用信託（以下「従持信託」といいます。）を設定し、
従持信託は信託期間内で当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を一括取得し、その後は、
従持信託から当社持株会に当社株式の売却を継続的に行ってまいりました。
　当社株式の取得及び処分については、当社が従持信託の債務を保証しているため、経済的実態を重
視し、当社と従持信託は一体であるとする会計処理をしております。
　従いまして、従持信託が所有する当社株式や従持信託の資産及び負債並びに費用及び収益について
は、貸借対照表、損益計算書及び包括利益計算書に含めて計上しております。

ロ　信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理
　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第
30号　平成27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

ハ　信託が保有する自社の株式に関する事項
　本プランは、2018年４月10日にて、信託期間満了となり終了し、当事業年度末において従持信託
が保有する当社株式はなくなりました。
　また、従持信託が保有する当社株式の当事業年度における期中平均株式数は22千株であり、１株当
たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

②　退職給付制度の廃止
　当事業年度において、退職金制度を廃止いたしました。これに伴う退職給付制度終了損31百万円は特
別損失のその他に含めております。

２．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

　前事業年度において、「売上高」に含めておりました「経営サポート料収入」「関係会社受取配当金収
入」「不動産賃貸収入」は金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することといたしました。
　前事業年度において、区分掲記しておりました「営業外収益」の「匿名組合投資利益」は、金額の重要
性が低下したため、当事業年度においては「営業外収益」の「その他」に含めております。
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　関係会社に対する短期金銭債権及び短期金銭債務

短期金銭債権 12,612百万円
短期金銭債務 8,594百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 130百万円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 1,599百万円
販売費及び一般管理費 84百万円
営業取引以外の取引高 88百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 100,772株 1,255,064株 46,700株 1,309,136株

（注）１．普通株式の自己株式の増加は、会社法第165条第2項の規定による定款の定めに基づく自己株
式の取得1,255,000株及び単元未満株式の買取請求64株であります。

２．普通株式の自己株式の減少は、従業員持株会専用信託による自己株式の処分46,700株であり
ます。

３．普通株式の自己株式の株式数は、従業員持株会専用信託が保有する当社株式（当事業年度期首
100,700株　当事業年度末－株）を含めております。
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
⑴　流動の部

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 139百万円
その他 0百万円
　　　　　　　　　　小計 139百万円
評価性引当額 △139百万円
繰延税金資産（流動）合計 －

繰延税金資産の純額 －
⑵　固定の部

繰延税金資産
関係会社株式評価損 773百万円
税務上の繰越欠損金 187百万円
その他 56百万円
　　　　　　　　　　小計 1,017百万円
評価性引当額 △1,017百万円
繰延税金資産（固定）合計 －

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △14百万円
企業結合に伴う時価評価差額 △44百万円
繰延税金負債（固定）合計 △59百万円

繰延税金負債の純額 △59百万円
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７．関連当事者との取引に関する注記
（単位：百万円）

種類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所
有(被所有)割
合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

(注)１ 科 目 期 末 残 高
(注)１

子会社 東 京 リ ス マ チ ッ ク
株 式 会 社

所有
直接100％

経営管理
グループ
ファイナンス
役員の兼任

業務受託収入(注)２ 126 － －
経営指導料収入(注)３ 112 － －
不動産賃貸収入(注)４ 84 － －
配当金収入 609 － －
資金の貸付(注)５ 18,495

短期貸付金 8,751
貸付金の回収 16,794

子会社 株 式 会 社
キ ャ ド セ ン タ ー

所有
直接100％

経営管理
グループ
ファイナンス
役員の兼任

資金の借入(注)５ － 短期借入金 1,300

子会社 成 旺 印 刷
株 式 会 社

所有
直接100％

経営管理
グループ
ファイナンス

配当金収入 124 － －

子会社 サンエーカガク印刷
株 式 会 社

所有
直接100％

経営管理
グループ
ファイナンス

配当金収入 240 － －

子会社 株 式 会 社
サ カ モ ト

所有
直接98.84％

経営管理
グループ
ファイナンス

資金の貸付(注)５ 2,711
短期貸付金 416

貸付金の回収 2,549

子会社 株 式 会 社
あ ミ ュ ー ズ

所有
直接100％

経営管理
グループ
ファイナンス

資金の貸付(注)５ 877
短期貸付金 109

貸付金の回収 794

子会社 宏 和 樹 脂 工 業
株 式 会 社

所有
直接100％

経営管理
グループ
ファイナンス

資金の貸付(注)５ 792
短期貸付金 204

貸付金の回収 1,071

子会社 株 式 会 社
ア ス テ ィ

所有
直接100％

経営管理
グループ
ファイナンス

資金の貸付(注)５ 233
短期貸付金 30

貸付金の回収 203

子会社 株 式 会 社
ハルプロモーション

所有
直接100％

経営管理
グループ
ファイナンス

資金の貸付(注)５ 287
短期貸付金 19

貸付金の回収 367

子会社 田 中 産 業
株 式 会 社

所有
直接56.01％

経営管理
グループ
ファイナンス
役員の兼任

貸付金の回収 1,400 短期貸付金 2,000

増資引受 650 － －

子会社 株 式 会 社
Ｍ Ｇ Ｓ

所有
直接20.31％
間接44.64％

経営管理
グループ
ファイナンス
役員の兼任

貸付金の回収 100 短期貸付金 500

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており
ます。

２．業務受託収入については、役務提供に対する費用等を勘案し、合理的に決定しております。
３．経営指導料収入については、経営規模、業績動向等を総合的に勘案し、合理的に決定しております。
４．不動産賃貸収入については、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、決定してお

ります。
５．グループファイナンスの料率については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。
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６．当社の銀行借入について、東京リスマチック株式会社及び株式会社美松堂より不動産の担保提供を
受けております。なお、保証料等の支払は行っておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 659円46銭

⑵　１株当たり当期純損失 60円96銭
（注）従業員持株会専用信託が保有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております（当事業年度22千株）。

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10．企業結合等に関する注記
（取得による企業結合）
　連結注記表の「10．企業結合等に関する注記」と同一であるため、当該項目をご参照ください。
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